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１．はじめに

Netherlands Car B. V.（NedCar）はオランダ

唯⼀の乗⽤⾞⽣産⼯場である。NedCar は 1928

年オランダに設⽴された⾃動⾞メーカー DAF

社を前⾝とし，1991 年にオランダ政府，ス

ウェーデンのVolvo 社，三菱⾃動⾞３者合弁乗

⽤⾞製造会社として設⽴され，Volvo と三菱２

社ブランド複数⾞種の混流⽣産を開始した。後

にオランダ政府が撤退し，Volvo に替わり

Daimler Chrysler が参⼊し，現在は Daimler

Chrysler ⾞と三菱⾞を⽣産している。NedCar

の⽣産技術・管理⽅法には⽇・欧⾃動⾞企業の

融合が随所に⾒られ，特に⽇系・欧州系の全く

異なる⾃動⾞メーカーが同⼀⽣産ラインを使い

両社の⾞両を混流⽣産している点は世界でも稀

である。

NedCar が設⽴された 1990 年代は⽇本企業

の海外への⽣産シフトが進んだ時期である。ト

ヨタに代表される⽇本の⽣産システムはアメリ

カ式⼤量⽣産⽅式に取って替わるものとして

1980 年代後半から世界の注⽬を集めた。アメ

リカ MIT の組織した国際⾃動⾞研究グループ

が⽇本⾃動⾞産業の国際競争⼒・⽣産性を詳し

く調査し，⽇本式リーン⽣産⽅式の優位性につ

いて The machine that changed the world

［Walmak, 1990］を発表し，⽇本式⽣産⽅式の

重要性がさらに広まっていった。欧州⾃動⾞
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メーカー各社もより⽣産性の⾼い⽣産システム

へと変換を始めたが（Durand, 2003 ; Sprin-

ger, 2003），導⼊のためには⽣産技術・管理の

みならず，サプライヤネットワーク，作業組織，

⼈材育成までの⼀貫したシステムを構築する必

要があり，欧州企業への導⼊は容易ではない

（Koike, 2003 ; 1997）。⽇本の⽣産システムの

移転には，組⽴⼯場のみならずそのサプライヤ

にまで⽣産技術・⽣産管理・⼈材管理等細部に

まで及ぶ⽇本的⽣産システムを指導・導⼊する

必要がある（Dankbaar, 2003 ; Busser & Sadoi,

2003）。

⽇本型⽣産システムの主な特徴として，⼀本

のラインで複数のモデルを同時に⽣産する混流

⽣産があげられる。この混流⽣産は需要の変化

に合わせてモデルミックスの⽐重を変えること

により⽣産量を平準化すると共に，余分な在庫

や設備を減らす事が出来る。この⽣産システム

の核⼼をなすものが柔軟な作業組織と総合的・

多⾯的な熟練形成にある（稲垣 1997，Abo

1994）。この柔軟な作業組織と熟練形成によっ

て，「⼯程での品質の造りこみ」という品質管理

の⽅法が可能になる。これは⼀般作業者が後⼯

程に不良品を流さない様，作業者⾃⾝が品質の

確保に努⼒し，あわせて品質管理部⾨の作業者

が不具合の原因を設備・設計にまでさかのぼり

調査・改善するもので，たてと横の職務の垣根

の低い組織運営と熟練形成が求められる（稲垣

1997）。

オランダ政府は，⽇本⾃動⾞メーカーとの合

弁会社設⽴を⽇本式⽣産⽅式導⼊の好機と捉

え，既存のVolvo 製造⼯場の⽣産性向上と，最

新リーン⽣産システム導⼊を進めようとしてい

た。そこで当時欧州進出を計画していた三菱と

Volvo をオランダ政府が仲を取り持つ形で合弁

会社を設⽴し，この２社ブランド混流⽣産が開

始された。設⽴当初は Volvo と三菱の混流⽣

産，2004 年に Volvo が Ford との合併により撤

退し，現在は Daimler Chrysler と三菱が

Daimler Chrysler の Smart for four と三菱 Colt

を混流⽣産している。Smart for four はモ

ジュール⽣産・プラスチック素材を多⽤した全

く異なるコンセプトと⽣産⽅式を要する⾞であ

り，このコンセプトの異なった⾞種の混流⽣産

は特筆に価する。

⽇系⾃動⾞企業の海外への⼯場移転の研究は

⽶国（Abo, 1994）アジア（稲垣，1997）を中⼼

に数多くある。海外⼦会社に⽇本型⽣産システ

ムを導⼊し，作業組織，⽣産管理，部品調達，

参画意識，労使関係，親―⼦会社関係において

⽇本の親⼯場での⽅式がどの程度を適⽤されて

いるのか検証し，⽇本型⽅式の適⽤度が⾼いと

報告しているものが多い（稲垣，1997）。⽇本企

業の海外進出の事例は多いが，この NedCar の

ようにスウェーデンと⽇本の企業が第３国であ

るオランダで共同⽣産し，２社ブランドを混流

しているような事例はほとんどない。

本稿では，３カ国の異なる国⺠性・企業⽂化

の下，どの様に⽣産⼯程が計画され，管理され

ているのか。⽇本型のシステムはどの程度適応

されているのか。欧州ではアジアや⽶国とは異

なり，⽇本⾞のシェアも約 10％と低く，そのう

ち欧州にて現地⽣産されている⽇本⾞は２％と

きわめて低い（Busser & Sadoi, 2003）。欧州と

いう⽇本の影響⼒の少ない地域において⽇本型

システムがどの程度適応されているのか調査す

る。本⽂ではまず NedCar 設⽴の経緯，経営形

態について解説し，次に⽣産技術，⽣産管理，

作業組織についての調査を報告し，最後に⽇本

型適応度の検証をする。

２．設⽴経緯

どの様な経緯で Volvo と三菱が⽣産会社を

オランダに設⽴することになったのだろうか。

オランダ唯⼀の⾃動⾞会社 NedCar 設⽴までの
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経緯を，欧州⾃動⾞産業内におけるオランダ⾃

動⾞産業の状況を通して分析説明する。

DAF社

NedCar の前⾝は 1928 年 Eindhoven市に設

⽴されたオランダ初の⾃動⾞会社Van Doorne’s

Automobiel Fabrieken（DAF）である。設⽴当

初 DAF はトレーラーや特殊⾞両を⽣産する町

⼯場であったが，1959 年にオランダ初の乗⽤⾞

を⽣産し，アムステルダムモーターショーに出

品。その後は乗⽤⾞モデルを増やし順調に⽣産

台数を伸ばしていった。

急激な増産に対応するため 1965 年に乗⽤⾞

⼯場を新たに Born 市（Eindhoven 市の南約

40km）に設⽴し，その⼯場が現在のNedCar へ

とつながる。Born 市はオランダ南部でベル

ギー，ドイツとの国境にも近く，19 世紀から 20

世紀前半にかけて鉱⼭で栄えた地域である。20

世紀の半ば鉱⼭閉⼭に伴う失業者雇⽤対策もか

ねてこの地が選ばれた。1968 年から Born市で

の DAF 社の乗⽤⾞部⾨の⽣産が始まり，商⽤

⾞部⾨のみ Eindhoven市に残った。（NedCar,

2004a）

Volvo 社参⼊

DAF は技術⾰新と国際競争⼒をつける必要

性から他の⾃動⾞会社との提携は避けられない

状況となり，乗⽤⾞部⾨と商業⾞部⾨の分離を

契機に 1972 年にスウェーデンの AB Volvo が

DAF の 33％の株を取得し DAF 乗⽤⾞部⾨に

進出。翌年 1973 年には DAF は乗⽤⾞の⽣産

台数を伸ばしたが，その後のオイルショックの

影響で⽣産⾼が激しく落ち込んだ。DAF 乗⽤

⾞の⽣産⾼落ち込みと欧州競合⾞との競争激化

により，1975 年に Volvo が出資率を 33％から

75％にまで増資し，残りはオランダ DAF

Holdings 15％，DSM 10％となる。この時点で

社名を Volvo Car B. V. と変更し DAF ⾞から

Volvo ⾞へと⽣産を切り替えた。DAF は乗⽤

⾞部⾨から撤退し，現在 DAF はトラック部⾨

のみに特化し Eindhoven市に本社・⼯場を構

えている。

オランダ政府

1977 年からオランダ政府 NIB（National In-

vestment Bank）が 26.33％を出資。その後，設

備投資や⼯場近代化に伴い，1981 年にオランダ

側が 70％（NIB 49％，DSM 18％，Industrial

Bank ３％）に資本を増やし，Volvo Car B. V.

と社名を変更した。Volvo 本体は開発・販売を

担当し，Volvo Car B. V. は Volvo ⾞の⽣産のみ

に専念する⼯場との位置づけが決まった。

1980 年代は Volvo中型⾞の⽣産⼯場として

年間約 10万台程度を⽣産。⽣産能⼒が年間 18

万台のあるにもかかわらず，Volvo中型⾞だけ

では年間 10万台⽌まりで，なんとかあと８万

台程度の⽣産を確保する必要があり，オランダ

政府は他の⾃動⾞会社をさがしはじめた。

Volvo・三菱・オランダ政府

1980 年代後半から 1990 年代は，欧州におい

て⽇本⾞に対する輸⼊規制が厳しくなった時期

である。図１に⺬すとおり，1970 年代から急激

に⽇本⾞の欧州輸出台数が増加した。欧州各国

は⽇本⾞に対する脅威から⽇本⾞輸⼊規制を

1990 年より開始し，⽇本⾞登録台数（輸⼊・現

地⽣産）のモニタリング枠を 1999 年まで設定

する等，欧州⾃動⾞メーカーの保護のため⽇本

⾞に対する制限が厳しくなった
(1)
。

同時に 1985 年以降の円⾼の影響から⽇系⾃

動⾞企業の海外直接投資が急増し，⽇系⾃動⾞

メーカーが英国中⼼に欧州進出を開始した
(2)
。

欧州進出を検討中の三菱に対してオランダ政府

がオランダ南部での現地⽣産を誘致し，1991 年

にオランダ政府，Volvo，三菱，それぞれのニー

ズが合い，三菱⾃動⾞の参⼊が決定した。オラ
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ンダ政府，Volvo，三菱，３者が各々３分の１の

株主となり，社名を Netherlands Car B. V.

（NedCar）と改正。約 1,500億円
(3)
を設備増強

と開発のために投資し，Volvo と三菱２社の異

なる⾞両を混流する新しい⽣産システムを導⼊

することを決定した。

３．経営⽅針と役割分担

3-1 NedCar 設⽴当初

設⽴当初，三菱とVolvo の役割分担の基本的

考え⽅は，三菱とVolvo は各々の⾞種の製品開

発と販売を⾏い，⽣産のみ NedCar を両者共有

の⽣産会社として委託⽣産するというもので

あった。⽣産設備・⽣産技術については三菱⾃

動⾞の⽔島⼯場を親⼯場として三菱が担当。

Volvo は S40, V40 を，三菱はカリスマセダンと

ハッチバックを⽣産。両社共通のプラット

フォームを使い，部品（エンジンも含む）の共

通化を図った。

開発設計については Volvo 三菱双⽅が Hel-

mond 市
(4)
に NedCar Product Design & En-

gineering会社を設⽴し，同じ敷地内で Volvo

側，三菱側に分かれて開発設計業務を担当。現

地調達部品の開発，設計，サプライヤ指導等を

それぞれの本社との連携を取りながら実施。ま

た Volvo 三菱両社の共通部品化の推進も同時

に進めた。同敷地内に両社の R&D 部⾨を持つ

ことで，共通部品化への調整が進めやすいとい

うメリットがあった。

1996 年の⽣産開始までの間に三菱と Volvo

両社の乗⽤⾞を同⼀ラインで混流⽣産する⽇本

型⽣産⽅式対応のために，最新の⽣産設備を導

⼊するとともに，その⽣産設備・⼯程の研修の

ため Volvo側からも NedCar の親⼯場である

⽔島⼯場にて事前研修を実施。NedCar の⽣産

技術担当技術者や⽣産監督者は⽇本型⽣産⽅式

を実地研修するために親⼯場の類似ラインを⽤

いて数ヶ⽉の研修を受けた。技術⾯での教育研

修を受講すると共に，チームワークの重要性や

QC・改善活動についても研修した。

3-2 経営変⾰―Volvo 撤退，DC参⼊

NedCar も⾃動⾞メーカーのグローバリゼー

ションに伴う企業の合併・吸収の影響を受け，

経営組織に変⾰がもたらされた。Volvo の

Ford傘下⼊りを契機に Volvo は 2004 年５⽉

までの⽣産契約終結次第 NedCarより撤退する

ことを決め，2004 年５⽉に Volvo最終⾞をラ

インオフした。その後は 2001 年から三菱の提

携先となった Daimler Chrysler が Volvo の抜

けた跡に参⼊し，三菱・DC 両ブランド⾞を混

流⽣産する事に決定。2004 年７⽉より三菱は

Colt を Daimler Chrysler は Smart for four を
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⽣産開始。

DC参⼊時におけるDaimler Chrysler と三菱

の分担としては，三菱が共⽤プラットフォーム

の開発，⽣産技術，Smart ⾞のプラスチック部

品，ボディー部品も三菱側が担当するというも

のであった。２社混流に関する技術は NedCar

の⽣産技術をすべて担当している三菱側が持っ

ているので三菱側が中⼼になって進められた。

部品調達に関しては欧州サプライヤと強い関係

を持つ Daimler Chrysler が中⼼になりグロー

バルソーシングを進めている。

４．⽣産管理

4-1 ⼯場概要

敷地⾯積 927,000m
2
，建屋⾯積 322,000m

2

年間 20万台の⽣産能⼒（２直）を持つ。⽣産⾞

種は，2004 年９⽉時点では Mitsubishi Colt，

Mitsubishi Space Star，Smart for four の３⾞

種である。

NedCar が⽣産を開始した 1996 年度の⽣産

台数は，調整稼動中で年間 14万５千台に留まっ

ていたが，翌年 1997 年から年間 20万台に達し

ている。図２に 1992 年から 2003 年までの⽣産

台数を⺬す。1999 年に⽣産⾼は 26万台にまで

達しているが，その後は下⽅傾向にある。図３

は 1995 年から 2003 年までの税引き後の経常損

益を⺬す。2002 年・2003 年と⽣産台数は減少

しているものの，次項に⺬す改善・⽣産性向上

策を取り⼊れることにより利益率は向上してい

る。

4-2 ⽣産管理の基本概念

⽣産ラインの基本概念をフルフレキシブル⽣

産とし，どんな⾞でも⽣産できるラインを⽬指

している。⽣産管理には① Customer order

system，② Just-in-time（JIT），Just in sequ-

ence（JIS），③ First in first out（FIFO）の３点

を特に重要視している。

① Customer order system では，顧客からの

仕様・⾊・オプション等の注⽂を受けると，そ

の注⽂順に約 1500 種全ての部品が発注される。

シートを例に取ると，３時間前にシートメー

カーに発注され，シートメーカーからはオー

ダー順に納⼊され，順次⾞体に組みつける。

② Just-in-time（JIT），Just in sequence（JIS）。

JISは JIT のみならず，オーダー順に仕様の異

なる部品をオーダー順に並べて納⼊するという

考え⽅。これは①の Customer order system

に対応するため，シートの⾊，布，形状等オー

ダー順に確実に納⼊しなければ，最終組⽴ライ

ンで不具合が⽣じる。在庫を減らし JISでの部
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品納⼊を可能にするため，ミルクラン⽅式も活

⽤している。

③ FIFOは JISのための基本概念であり，か

つ物流にとっても基本重要概念であるにもかか

わらず，実際に実施するには⾮常に難しい課題

である
(5)
。この対策として，コンテナを⼯場の

ライン脇に横付けし，コンテナから直接ライン

に部品を供給する等⼯夫している。

4-3 ⽣産ライン

プレスライン

プレスラインでは３直 24 時間稼動で，10 ラ

インで⾞体部品をプレス加⼯している。各ライ

ン約 3∼5 基プレス機で連続プレスを⾏い，10

ラインで合計 37 ⼯程のプレス加⼯を⾏ってい

る。タンデムプレス機を減らし，２台の⽇⽴造

船 2800t トランスファープレス機を導⼊するこ

とによってダウンタイムは 30％から 20％に減

少。トランスファープレス機ではペア⽣産（左

右両側の部品を２個同時にプレスする⽅法）を

30打 /１分間の速度でプレスし，プレス作業効

率を向上させている。プレスラインにおけるペ

ア⽣産の割合を 20％から 35％に増加し，部品

毎のプレス回数も平均 4.7回から 3.5回へと改

善している。型替え時間はタンデムプレスでは

50 分から 30 分に短縮され，トランスファープ

レス機では 15 分である
(6)
。

⾞体溶接ライン

プレス⼯程の次は⾞体溶接ラインで，700機

の溶接ロボットにより 98％の作業の⾃動化を

達成している
(7)
。特に Colt と Smart ではコン

セプトが違い，プラスチックボディー部品の多

い Smart と，スチール製のColt では溶接箇所，

溶接⽅法も⼤きな違いがあり，この２⾞種の混

流による組み付けでは困難な点が多い。しか

し，現在はその混流も可能になったとの事で，

どの様な違う⾞も混流⽣産できるとの⾃信につ

ながっている
(8)
。

塗装ライン

塗装ラインでは環境を考え⽔溶性塗料を使

⽤。合計 26 の異なる⼯程のうち 60％の⼯程が

⾃動化されている。234箇所の設備を改善する

ことにより直接員を 400名から 350名へと減少

させた。１台の塗装時間は 6.9 時間から３時間

へと短縮し，ダウンタイムも 25％から 15％以

下へと短縮した
(9)
。
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図３ NedCar 経常損益（1995 年∼2003 年）（単位：百万ユーロ）

出所：NedCar（2004b）



組⽴ライン

NedCar 組⽴ラインの特徴は⾼い⾃動化率と

モジュール化である。組⽴ラインの⾃動化は

15％と業界内でもトップの⾃動化率を達成して

いる。その基本⽅針は作業者に無理な作業姿勢

を強いる⼯程，重い部品を組み付ける⼯程を⾃

動化するというものである。組⽴ラインでロ

ボット化されている主な部品と⼯程は，シート

の搬⼊，シートの位置決め，シートボルト締め，

フロントガラス接着剤塗布，フロントガラス装

着，タイヤ装着，ドア装着，等があげられる。

モジュール化についても，Smart が以前からモ

ジュールを多⽤する組⽴⽅式を採⽤していたた

め，NedCar においてもモジュール⽅式を積極

的に取り⼊れている。詳細については 5-3項で

述べる。

⼯場で組⽴ている完成⾞のバリエーション

は，仕様やオプションの違いまで加えると約

3000∼3500 種類になる。この異なったバリ

エーションの⾞種・オプションを Just-in-

Sequences によって納⼊される部品に従って組

⽴ている。

５．部品調達

5-1 ローカルコンテントと調達先

欧州には成熟した⾃動⾞部品企業が多く，

NedCar のローカルコンテント率も 85％ときわ

めて⾼い。⽇本からの輸⼊部品の主要なものは

ガソリンエンジンの⼀部で，他の部品はほぼ現

地調達されている。2000 年時点で NedCar に

は 174 社のサプライヤが部品を納⼊し，その部

品メーカーの地理的内訳はドイツ 62 社，フラ

ンス 27 社，オランダ 19 社，スウェーデン 16 社

で，その内⽇系企業は 14 社のみである（Bus-

ser & Sadoi, 2003）。

5-2 サプライヤ選定⽅法

NedCar のサプライヤ選定⽅法は⽇本式では

なく，欧州⽅式を採⽤している。 新モデルの

サプライヤ選定には⼊札⽅式を⽤い，⽇本で⾒

られる⻑期信⽤関係に基づく選定⽅法ではない

（Busser & Sadoi, 2003）。欧州の⾃動⾞会社が

新型モデル⾞の開発にあたり，部品サプライヤ

を選定する⼿順はおおむね次のようなものであ

る。（図４参照）

まず，サプライヤを選定する部品の図⾯と⾒

積り依頼書を準備する。部品図⾯はこの時点で

は⾒積り⽤としての仕様までが盛りこまれてい

ればよい。⾒積依頼書には⽣産計画台数，価格

設定⽅法（型費を部品費単価に割り掛けるか，

⼀括で⽀払うか等）の条件を提⺬している。図
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図４ サプライヤー選定⽅法

出所：Busser & Sadoi（2003）



⾯と⾒積り依頼書は購買部⾨より候補となるい

くつかのサプライヤに送付され，同条件で数社

から⾒積りが取られる。各サプライヤは部品単

価，型費（準備費），開発費およびリードタイム

（図⾯出図から，⽣産型からの製品納⼊までの

期間）を⾒積り，⾃動⾞会社に回答する。⼀般

に最も低い価格提⺬のサプライヤから第⼀候

補，第⼆候補…となる。

こうして⾃動⾞会社は数社のサプライヤに

絞った後，各サプライヤと会議を設け，⾒積り

内容の確認を⾏うとともに，技術的ノウハウか

ら提⺬されるコスト低減策，品質改良策を聴取

する。もし，そのサプライヤがその⾃動⾞会社

にとって全く新規の場合，⾃動⾞会社はそのサ

プライヤにオーディットとして訪問し，⼯場⽣

産設備，⽣産能⼒，製造⼯程，品質管理，出荷

体制等の⼯程をチェックする。⾃動⾞会社はこ

うしてトータルコスト，部品品質，信頼性，納

⼊といったデーターを総合的に判断しベストの

サプライヤを選定する。⾃動⾞会社に製品を納

⼊するサプライヤ（Tier 1）が製品の⼦部品を

依頼する下請けサプライヤ（Tier 2）を選定す

る場合も本プロセスが採⽤される場合が多い。

（Busser & Sadoi, 2003）

5-3 モジュール化

NedCar ではモジュール化を積極的に進めて

いる。フロントエンド＋ラジエターモジュー

ル，コックピットモジュール，ルーフモジュー

ル，ドアモジュールを採⽤している。モジュー

ル化に際してシステムサプライヤ
(10)

が NedCar

⼯場横にサブラインを設置し，サプライヤ側が

サブラインで 75 部品を組⽴て，NedCar のメイ

ンラインに直結し，直接モジュール部品を流し

込んでいる。

コア部品以外はモジュール化にする⽅向が欧

州メーカーでは進んでおり，モジュール化のメ

リットとしては，部品設計要する固定費の削減，

試作，試験に要する費⽤の削減，組⽴⼯程にお

ける⼯数削減，部品の共通化，アウトソーシン

グによるコスト削減効果がある。

逆に問題点としては，その期待される効果が

システムサプライヤの能⼒に左右される点であ

る。システムサプライヤは得意分野以外の部品

にまで設計，製造，品質責任を負うことになり，

サプライヤの負担が重くなる
(11)
。

６．⼈事・組織

6-1 経営組織

経営組織は表１に⺬すとおり，社⻑は Daim-

ler Chrysler から，副社⻑は Daimler Chrysler

から１名，三菱２名，NedCar １名で組織され

ている。部⻑クラスでは⽣産技術部⻑のみが三

菱からの⽇本⼈駐在員で，あとの部⻑はすべて

NedCar オランダ⼈で組織されている。Ned-

Car には合計 11名の三菱からの⽇本⼈駐在員

が在籍しているが，NedCar 組織内に⼊ってい

る三菱側⽇本⼈駐在員は⽣産技術部⻑１名のみ

で，それ以外の駐在員はアドバイザーとして各

部⻑・課⻑を補佐・指導する⽴場にある。

労働組合は現場作業者向け２組織と事務作業
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表１ NedCar 組織・⼈員

経営組織

社⻑ DC（ドイツ⼈）

副社⻑ DC（ドイツ⼈） １名

三菱（⽇本⼈） ２名

NedCar（オランダ⼈） １名

部⻑ ⽣産技術部⻑ 三菱（⽇本⼈）

他部部⻑ NedCar（全てオランダ

⼈）

従業員 （2004年３⽉時点）

正社員 4000名

期間社員 77名

出所：NedCar 調査2004年９⽉



者向け２組織の合計４組織あり，会社側と毎⽉

“works council”と呼ばれる定例会議を開いて

いる。この会議には⽇本⼈も出席し，⽇本と類

似の労使関係を保っている
(12)
。

6-2 作業組織

NedCar 設⽴時組織は⼤きく分けて，三菱が

⽣産技術・管理，Volvo が⼈事管理の担当で，

作業組織については⽇本式に変更することなく

そのまま引き継がれた。⽇系⾃動⾞企業の海外

⼯場では⽇本式⼈事管理制度を多少修正しなが

ら導⼊している場合が多く，⽇本式⽣産システ

ムの海外導⼊には⽇本式⼈事管理・育成システ

ムが不可⽋と考えられている。しかし，Ned-

Car では創業当時から⼈事管理制度については

NedCar以前の Volvo体制，もしくはオランダ

体制を継続している。

NedCar の場合は⽇本式⽣産システム導⼊時

に作業組織を変更しなかった。この主な理由と

して⑴すでに作業者の能⼒階級制度が存在して

いたこと，⑵「タスクグループ」と呼ばれる班

組織が存在していたことがあげられる。三菱が

参⼊する前はオランダ政府による国営の期間が

約 10 年間続き，その間にオランダ式の組織改

正が⾏われていた（Bender & Dankbaar,

1995）。当時多くの欧⽶企業では作業者には能

⼒階級制度を導⼊していなかったが，NedCar

では作業者も能⼒・勤続年数に従って昇級させ

る⽇本と類似の等級制度をすでに導⼊していた

ので，変更の必要がなかったと考えられる。

能⼒階級制度と教育制度

NedCar の能⼒階級制度は 16段階の階級で

構成されている。この能⼒階級制度はオランダ

の教育制度の職業訓練コース（中級実務中等教

育MBO）と対応しているので，まずオランダ

の教育制度について解説する。（図５参照）

オランダの教育制度は初等教育が修了した時

点（12歳）で各⾃の適性に合わせて進むコース

を選択する。全⽇制義務教育は５歳から 16歳
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図５ オランダの教育制度

出所：NFIA（2004）



までの 12 年間で，そのうちの初等教育は８年

間全員共通教育。中等教育になると⼀般コース

か職業コースかの選択によって，教育期間は３

年から６年に分かれる。その後はさまざまな種

類の後期中等教育や専⾨教育，⾼等教育の機会

が⽤意されている。

中等教育には⼀般中等教育（MAVO，

HAVO），⼤学進学中等教育（VWO），実務中等

教育（LBO，MBO）の３種類から選ぶ。初級⼀

般中等教育（MAVO）の教育期間は４年間で，

ここでは基本的な⽔準の中等教育が⾏われる。

中級⼀般中等教育（HAVO）の教育期間は５年

間で，その上の実務専⾨⼤学校での⾼等教育に

備えることが⽬的。⼤学進学中等教育（VWO）

は「アテネウム（atheneum）」あるいは「ギムナ

ジウム（gymnasium）」と呼ばれており，教育期

間は６年間でさらに上の実務専⾨⼤学校や⼤学

に進むための準備を⽬的とする。実務中等教育

には，それぞれ⽔準の異なる初級実務中等教育

（LBO）と中級実務中等教育（MBO）の２種類

が⽤意されている。

⾼等教育には，実務専⾨⼤学校（HBO＝UPE）

と⼤学教育（WO）があり，実務専⾨⼤学校に

進んだ学⽣は，技術，応⽤物理，経済学，教育

学などの専⾨分野を学ぶ。オランダには実務専

⾨⼤学校（University of Professional Educa-

tion＝UPE）が 54校，⼤学が 14校あり，そのう

ちの１校は遠隔地教育を⾏う通信制⼤学。

UPEでは４年間の学⼠課程（最近では修⼠課

程を置くところも増えつつある）が中⼼。教育

プログラムも，特定の職業や資格を⽬指しての

実務教育や職場での実地訓練など具体的な実務

教育が中⼼となっている。これに対して，⼤学

は伝統的に 4∼6 年の修⼠課程，修⼠のための

⼤学院後期教育，博⼠課程が中⼼となっている。

オランダでは，12 年間の全⽇制義務教育を修

了するか，16歳になった年の学年が終了した時

点で職業に就ける。ただし，当初は週に 1∼2

⽇の「パートタイム」教育コースを学校で受講

するか，技能訓練学校でさらに２年間の教育を

受けることが義務づけられている。フルタイム

の労働者に対してもこうした技能教育を有給で

受けられるようにし，さらに労働技能を⾼める

ことを促進するような団体労働協約を結ぶよう

雇⽤者に強く働きかける労働組合が増えている

（NFIA, 2004）。

NedCar の能⼒等級制度とオランダ教育制度

との関連を⾒ると，現場作業者の等級は中等実

務教育（MBO）とレベルを合わせている。中等

実務教育（MBO）には技術レベルによってレベ

ル１から４まであり，１年間受講のレベル 1，

2∼3 年間受講のレベル 2，2∼4 年受講のレベル

3，3∼4 年受講のレベル４がある。レベル３が

NedCar の能⼒等級制度の等級３に対応し，レ

ベル４か等級４に対応している。
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表２ 従業員等級別⼈員と昇級者数（2003）

等級 所属⼈数 （内）昇級者数

3 93 0

4 717 74

5 1217 173

6 794 80

7 406 96

8 189 16

9 54 22

10 82 24

11 196 16

12 105 13

13 86 4

14 67 3

15 33 2

16 21 1

合計 4060 524

出所：NedCar，2004cより作成



表２に NedCar の能⼒等級制度と構成⼈員を

⺬している。３等級から 10等級までが技能職

で 11等級から上の等級が事務・技術職および

管理職に相当する。この制度は⽇本企業の等級

制度と類似しており，三菱の制度ともほぼ同じ

である。毎年能⼒⼈事考課により評価され，評

価結果に従って昇級する。表２のとおり，2003

年には 524名が昇級し，昇級者は全体の 13％を

占める。

タスクグループ

タスクグループとは作業班と同様の 14 ⼈

∼22 ⼈から成る組織で，コーディネータと呼ば

れるリーダー（班⻑）がグループを管理する。

⽇本と⼤きく異なる点は，コーディネータがグ

ループ員の投票により選出される点と，コー

ディネータが等級制度とは関係なく選出される

という点である。コーディネータが必ずしもグ

ループ内の等級が上位のものではなく，タスク

レベルが５に達し，メンバーから信頼される作

業者が⼀定期間コーディネータとしてグループ

をまとめ，管理，運営するという制度である。

この様な作業組織の存在は新しい⽣産システム

の導⼊を容易にし，現存の作業組織を継続活⽤

することで⽇本式⽣産システムも違和感なく取

り⼊れられたと考えられる。

組⽴のトリムラインを例に説明すると，トリ

ムラインには３ラインあり，各トリムラインは

作業⻑１名の下に 3∼4 のタスクグループから

構成されている。３直勤務のため，各シフトに

作業⻑がいる。各タスクグループは１名のコー

ディネータが 15名の作業者から構成され，そ

のタスクは⽣産関連と管理関連に分類される。

⽣産関連のタスクはラインでの組⽴作業，QC，

メンテナンスで，管理関連のタスクはグループ

員の休暇計画と作業配置計画である。

⽣産関連タスクの組⽴作業，QC，メンテナン

スについては以下の通り５段階にレベル分けが

されている。

レベル１―作業標準と仕様書の基本的知識習

得

レベル２―品質確認ノウハウ習得

レベル３―不良品の原因追求⽅法習得

レベル４―改善策考案

レベル５―継続した品質改善活動

各作業者のタスクレベルは作業⻑によって評価

され，給与にも反映される。タスクグループの

コーディネータはレベル５に達した者の中から

グループ員による投票で選出される。（Dank-

baar, 1998）

社員特性

従業員は 4077 名で，その男⼥⽐は，男性

3729名に対し⼥性 348名で，男性 91.46％，⼥

性 8.54％と⼥性は１割未満である。しかし，⾃

動⾞メーカーの⼀般的⽐率から考えると⽐較的

多く，Toyota Motor Manufacture France ⼯場

の約５％
(13)

と⽐較すると⼥性が多く，また現場

作業に従事する⼥性の姿も⽬に付いた。
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表３ NedCar 国籍別従業員数（上位11カ国）

国 籍 従業員数（⼈）

オランダ 3,123

ベルギー 480

モロッコ 143

イタリア 87

ドイツ 82

チュニジア 44

トルコ 21

ギリシャ 12

⽇本 11

スペイン 8

英国 7

出所：NedCar（2004c）より作成



NedCar 社員構成のひとつの特徴として，国籍

の多様化がある。表３に⺬すとおり従業員は合

計 36 カ国から構成されている。しかし，従業

員の 78％はオランダ⼈で，隣接国のベルギーと

ドイツを合わせると 90％に達する。他のモ

ロッコやチュニジアからの移⺠労働者が残り

10％の⼤半を占める。

表４に⺬すとおり，従業員の年齢構成は若年

層が少なく，30歳代，40歳代が中⼼層を成しで

いる。50歳以上の社員も 800 ⼈以上在籍し，約

20％を占めている。

定着率

この⾼年齢化の傾向を表５の NedCar就業年

数別従業員数から⾒てみると，勤続 26 年以上

の社員が約 1,000名近く在籍しており，全体の

約 24％，４分の１を構成している。これらの従

業員は DAF 時代から勤務し，またほとんどは

Volvo 時代を経験しており，NedCar 設⽴，⽣

産開始の 1995 年以降に⼊社した社員は約 1300

⼈で，３分の１を下回る。約３分の２以上の社

員が 10 年以上勤続していることになる。

定着率の⾼さを裏付ける理由の１つとして，

地域的なものが考えられる。Born市のあるオ

ランダ南部は歴史的に⾒ると⼟地がやせていて

貧しい地域であった。鉱⼭閉鎖に伴う失業者対

策として NedCar の前⾝である DAF が設⽴さ

れた経緯もあり，地域住⺠の雇⽤に重要な役割

を果たしている。

現在ではインフラが整備されオランダの主要

都市であるマーストリヒト市（約 10km）やア

イントホーヘン市（約 30km）までも 30 分∼１

時間程度の通勤圏である。NedCar のあるオラ

ンダ南部は⼀般的に地域志向型の住⺠が多い。

表６に⺬すとおり，約４分の１の従業員は

10km 以内の圏内に住んでおり，半数以上が

20km圏内に居住している。隣国のドイツとベ

ルギーからも 10km圏内と通勤圏である。

⽋勤率

就業意欲の⾼さを⺬す１つの指標として⽋勤

率の低さが挙げられる。NedCar の 2003 年度

における⽋勤率は 3.5％であり
(14)
，オランダ全

体の平均から⾒てもはるかに低い。オランダは
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表４ NedCar従業員年齢構成

年 齢 従業員数（⼈）

＜21歳 1

21-30 541

31-40 1,365

41-50 1,343

51-65 827

出所：NedCar（2004c）

表５ NedCar就業年数別従業員数

就業年数 従業員数

＜5年 549

5-10 749

11-15 614

16-20 787

21-25 426

26-50 949

＞40 4

出所：NedCar（2004c）

表６ 従業員の通勤距離

0-10km 1017⼈

11-20 1104

21-30 1241

31-40 472

41-50 33

60km以上 96

出所：NedCar（2004c）



労働者の社会保障制度が充実しており，労働者

を⼿厚く保護する制度になっている。病⽋と

いっても⾃⼰申告のみで医者の診断書の必要は

なく，会社側も病⽋を理由に能⼒評価・解雇等

は出来ない制度になっている。この結果，オラ

ンダでは⽋勤率は平均約 10％と⾮常に⾼く，⼿

厚い社会保障制度を悪⽤したケースや，ストレ

スや頭痛等による⾃覚症状のみのケースも多

く，⾼い⽋勤率が⼈件費を圧迫し，制度改⾰も

検討されてきている。

NedCar 設⽴後数年間は⽋勤率約 10％であっ

たが，2000 年 8.8％，2001 年 7.1％，2002 年

5.2％，2003 年実績では 3.5％と⼤幅に改善さ

れている
(15)
。この⽋勤率の低下は作業者の作業

負荷低減を⽬的とする⾃動化率の⾼さに⼀因が

あるのではないかと考えられる。現在溶接ライ

ンでは⾃動化率がほぼ 100％で 700台の溶接ロ

ボットが導⼊されている。組⽴ラインについて

も⾃動化率 15％と組⽴ラインとしての世界最

⾼⽔準に達しており，作業者のロードの⾼いも

の，重い部品の組み付け，作業姿勢に無理のあ

る作業から順に⾃動化を進めている。例えば，

シートの取り付けのように，⼤きな部品で⾞内

に組み付けるのに無理な作業姿勢を要求するも

のは全て⾃動化されている。反⾯，バンパーの

ように軽量で⾞体の外側から無理のない作業姿

勢で取り付ける部品は⼿作業で⾏われている。

この様に NedCar では機械化出来る⼯程は作業

負担の⼤きいものから⾃動化し，作業者に負担

をかけないライン作りが進んでいる。

⽋勤率を下げたもう⼀つの理由はローテー

ションの多⽤化である。傷病による⽋勤者には

ローテーションを拡⼤的に適⽤し，座って出来

る作業，事務的な仕事等へと⼀時的にローテー

ションすることを薦めている。⾝体的に楽な仕

事にローテーションすることによって傷病者の

早期出勤が可能になり⽋勤率低下につながっ

た。（NedCar, 2004c）

多能⼯化

ローテーションの多⽤化は多能⼯育成の⾯で

も効果がある。各タスクグループは２名の余剰

⼈員を持ち，⽋勤の場合補える体制をとってい

る。この様に現場の⽋勤者の補填，時短による

作業者のローテーション等の必要性から各作業

者が数種類の作業を担当・補助するのが常であ

り，多能⼯化が進んでいる。EU基準により労

働時間は年間 1740 時間以内と決められており，

多能⼯化は必要不可⽋である。1990 年 Volvo

時代にはローテーションはほとんど⾏われてい

なかったが，1998 年には頻繁に⾏われてい

る
(16)
。

QC・改善活動

品質管理・改善活動は⽇本型⽣産システム導

⼊時から重要事項として導⼊されている。組⽴

ラインでは品質管理のため各グループのライン

の最終⼯程にはグループメンバーの⼀⼈が品質

確認の担当者として就く。この品質担当は品質

管理能⼒のあるメンバーがローテーションで担

当する。全員がローテーションで品質確認担当

を経験することで，品質意識の向上と，次⼯程

に不具合を流さない『品質の造りこみ』を⽬指

している。

毎シフト終了時にミーティングを開き，作業

分担についての打ち合わせをする。ローテー

ションの計画もこのミーティングで決め，誰で

も⾃由に⾃分の希望作業を申請できる仕組みに

なっている。全員が様々な提案を出し合い，⺠

主主義的な⽅法で決めている。勤務は３直体制

で１直 6：30∼14：35，２直 14：30∼22：35，

３直 22：30∼6：35。それぞれのシフトが５分

間重なり，その時間が作業引継ぎ・連絡時間と

なる。

毎⽇，タスクグループリーダーとその上司で

ある監督者とのミーティングがある。ここでは

タクトタイム，⼈員変更，新モデル，技術的な
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問題について話し合う。

個々の改善活動については，改善提案制度を

1990 年より導⼊している。各⾃が改善項⽬を

考え改善提案書を提出する。主テーマを“4M”

（man, machine, methods, material）とし，そ

のテーマに関連する改善事項について⾃由に提

案する。1990 年には平均１件 /⼈・年であった

改善提案件数が 1994 年には平均２件 /⼈・年

と倍増し，1998 年には平均５件 /⼈・年に達し

ている
(17)
。⽬標として⼀⼈ 10件 /１年を掲げ

ているが，平均ではまだ⽬標には到達していな

い
(18)
。

他に，改善とは直接結びつかないが，グルー

プ意識，参画意識を⾼めるための施策として，

福利厚⽣の⼀環とした⾏事が催されている。主

なものに『ファミリーデー』と『餅つき⼤会』

があり，前者は毎年家族・近隣住⺠を NedCar

に招待し，⼯場を開放した⼤規模のイベントを

催している。後者は家族も加えた⽇蘭社員の交

流⾏事で，⽇本の⽂化に親しむ機会を提供して

いる。

教育訓練

直接員新規採⽤者には年間合計 340 時間を教

育訓練時間に充てている。導⼊教育として，５

⽇間全⽇コースの Off-the-job-training（OffJT）

を就業時間内に実施する。このコースでは安

全，就業規則，作業組織，作業⼯程，⼯具の使

い⽅等を座学と実技を織り交ぜて訓練する。教

育訓練は 1990 年 Volvo 時代には新規採⽤者の

教育時間は年間 80 時間だったのが 1994 年には

120 時間にまで延⻑され，1998 年以降現在の

340 時間に設定されている。この 340 時間教育

は欧州の平均値である年間約 170 時間の２倍の

時間数に達しており，⽇本の平均年間 380 時間

に近い。

On-the-job-training（OJT）ではスキルマト

リックス表を⽤いてグループ員の各作業でのレ

ベル達成度を下記の４段階で掲⺬している。

１．作業の理論学習修了，

２．補助つきで作業が出来る，

３．補助なしで適切なスピードで作業が出来

る，

４．他の作業者に当作業を指導，補助が出来る。

レベル認定については作業⻑が OJT をとお

して評価するが，⼈事考課とは連動しないこと

になっている。このスキルマトリックス表が掲

⺬されることにより，各作業者のレベルが⼀⽬

で判り，ローテーションにも役⽴ち，また OJT

への競争⼼と意欲を引き出している。

事務・技術職教育は技能職とは異なり，個別

ニーズによって実施されている。⼈材開発ス

タッフが対象者に受講可能な OffJT コース⼀

覧を配布し，⼈材開発スタッフがコンサルタン

ト役として個々のニーズと職場上司の考える

ニーズとを調整し受講者を決定する。OffJT で

は近隣の⼤学⼯学部コースへの派遣や，コンサ

ルタント会社の主催するコースに派遣する場合

が多い。NedCar では OffJT受講希望者が多く

受講者をきびしく選定している。社内外での

キャリアアップのために新技術・知識を⾝に付

けようと考える者が多く，受講者は社内選考に

より決定され，受講後⼀定期間内に退職した場

合は受講料の返還も求められる
(19)
。

７．NedCar の⽇本型適⽤度

7-1 適⽤度調査

NedCar 設⽴の経緯に⺬したように，オラン

ダ側は⽇本型⽣産システムを取り⼊れ，⽣産効

率を向上させるため三菱との合弁を決めた。⽇

本型⽣産システムを使った混流⽣産を定着させ

るにおいて前章までに⽣産管理，部品調達，⼈

事・組織についての詳細を調査した。

本項では，この NedCar のケースが他国の

ケースは⽐較してどの程度⽇本型が適⽤されて
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いるのかを検証したい。⽇系⾃動⾞関連企業の

影響⼒の少ない欧州においてその適⽤度は⽶国

やアジアとは異なると考えられる。また Ned-

Car の場合はスウェーデン（のちにドイツ），オ

ランダ，⽇本という３者の異⽂化の合体であり，

より⽇本型の影響を受けにくいと考えられる。

⽐較分析のために，Abo（1994）の⽤いた⽇

本型適⽤と適応の 23 の要素
(20)

を使い，Ned-

Car のケースを⽶国の⽇系企業調査結果（Abo,

1994），アジアの⽇系企業調査結果（稲垣

1997），英国の⽇系企業調査結果（JMNESG ,

1997）と⽐較する
(21)
。この⽐較⽅法は，⽇本型

システムの海外移転の際に焦点となると考えら

れる⽣産管理，部品調達，作業組織，参画意識，

労使関係，親⼦関係に関する合計 23項⽬
(22)

に

おいて⽇本型適応度を１段階から５段階まで，

１（⾮⽇本型）∼5（⽇本型）で５段階評価で⺬

し，その結果をグラフ化する。

2000 年から 2004 年にかけて筆者が NedCar

で調査した結果を，図６の⽇本型適応度の国際

⽐較で⺬す
(23)
。（図６の基となった詳細データ

は付表１参照⽅）（23項⽬の評価基準は付表２

参照⽅）

図６のとおり，NedCar では全ての６項⽬（⽣

産管理，部品調達，作業組織，参画意識，労使

関係，親⼦関係）において⽶国，アジア，英国

に⽐べて⽇本型適⽤度の低い数値が⺬されてい

る。顕著に低い数値を⺬した項⽬は親⼦関係の

項で，数値は 1.5 ときわめて低い。⽇本⼈ス

タッフの少なさ，⽣産⼯場という⽴場の決定権

の弱さ等の理由から低い数値となって表れてい

る。

次に，部品調達の項においても，他地域より

低い数値２を⺬している。現地調達率の⾼さ，

現地サプライヤ重視，サプライヤ選定⽅法の欧

州型適⽤において，脱⽇本型の姿勢がうかがえ

る。Volvo や Daimler Chrysler との部品共⽤

化を図る上で，欧州型が有効であり，欧州に⽣

産⼯場を持つ⽇系サプライヤとの関係でも欧州

型の⼊札⽅式を導⼊している。

反⾯，作業組織，⽣産管理，参画意識におい

ては，３以上の数値で，どちらかといえば⽇本

型に近いことを⺬している。これは混流⽣産を

スムーズに⾏うには作業組織・⽣産管理におい

て⽇本型を取り⼊れざるを得ないと考えられ

る。しかし，⾼い⾃動化率を⽬指した⽣産設備

を導⼊することによって，作業者に負担をかけ

ないと同時に作業者に頼らなくても⽣産性を上

げる事の出来るシステムを作り上げようとして

いるとも⾒える。⽇本型を⽬指すのではなく，

独⾃の⼿法によって⽇本型と同じ結果を得よう

と模索している段階だと考える。

7-2 価値観調査

次に NedCar オランダ⼈従業員の⽇本型適⽤

度を⾒るために，価値観の重要度についてアン

ケート調査をした結果を⾒てみたい。この調査

はNedCar ⼈事部が 2001 年に「個⼈主義」，「グ

ループワーク」，「リスク回避」，「標準化」，「終

⾝雇⽤」，「作業効率」，「コミュニケーション」，

「規律・時間厳守」合計８項⽬について，どの

程度『重要』と考えているのかを尋ねたもので

ある。調査対象は⼀般オランダ⼈，NedCar オ

ランダ⼈社員，Volvo スウェーデン⼈社員，三

菱⽇本⼈社員で，各項⽬の重要度をパーセント

にて回答を求めたものである。

図７に⺬す調査結果によると，Volvo ス

ウェーデン⼈社員と⼀般オランダ⼈との解答結

果はほぼ同じで，三菱⽇本⼈社員がかなり異な

る価値観を持っていることがわかる。ところ

が，NedCar のオランダ⼈の解答は⼀般のオラ

ンダ⼈の解答結果とかけ離れており，特にグ

ループワーク，標準化，規律・時間厳守の項⽬

において全く異なり，かなり三菱⽇本⼈寄りの

結果になっている。この調査結果によると，

NedCar では⽇本型の考え⽅が適⽤されてきて
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いると考えられる。

８．おわりに

本稿はオランダ唯⼀の乗⽤⾞⽣産⼯場である

NedCar における２社混流⽣産ラインについて

の調査をまとめたものである。委託⽣産⼯場と

してより⽣産性を上げるためには，⽣産台数を

増やし，規模の確保が不可⽋である。NedCar

は⽣産規模の確保のため，はじめはスウェーデ

ンのVolvo ⾞を⽣産し，次いで⽇本の三菱⾞も

同ラインで⽣産し，現在は Daimler Chrysler

の Smart for four と三菱 Colt を⽣産している。

10 年以上に渡り，経営上の様々な変化を経な

がら，多種多様な乗⽤⾞をメーカーにとらわれ

ず，同⼀ラインで⽣産できる技術と能⼒を⾝に

付けてきた。同時に数カ国の経営者側の企業⽂

化の違いにも対応し，独⾃の企業⽂化を形成し

てきている。経営⾯ではオランダ⼈の国際性に

富んだ国⺠性が活かされ，⼈事管理⾯では⼯場

の位置する Born市の地域性がうまく作⽤し，

⾼定着率と低⽋勤率を保持していると考えられ
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図６ ⽇本型適応度

出所：NedCar データは 2000 年８⽉∼2004 年９⽉ 筆者調査結果

⽶国データは 1989 年 37 ⼯場での調査結果 Abo（1994），

アジアデータは 1992―1993 年 61 ⼯場での調査結果 Itagaki（1997），

英国データは 1997 年 19 ⼯場での調査結果 JMESG（1997），をもとに作成



る。

⽇本型適⽤度を⽶国，英国，アジアにおける

⽇系企業の場合と⽐較してみると，NedCar の

数値が全ての項⽬において低いことがわかる。

特に親⼦関係，部品調達において⽇本型を脱⽪

しようとしている姿勢が⾒られる。

しかし NedCar オランダ⼈の仕事に対する価

値感においては，グループワークの重要性の認

識，標準化，規律・時間厳守の点において⽇本

と同様の価値観が浸透してきている。⽣産効率

を上げ，品質を⾼めるために必要不可⽋なこの

価値観を共有し，その実施⽅法については⽇本

型にこだわらず最適な⽅法をその都度取り⼊れ

ている。この NedCar のケースでは異なる国⺠

性・企業⽂化の下，分担を明確化させながらも

部分的に融合させる⽅法で独⾃の⽣産管理・⼈

事管理・作業組織を作り上げている。
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注

⑴ 1992 年度の欧州における⽇本⾞規制は，英国―販

売シェア 11％以下，フランス―販売シェア３％以

下，イタリア―直接輸⼊ 3300台，スペイン―販売台

数 1200台，ポルトガル―販売台数 10000台以下。

Fourin（1998）.

⑵ ⽇系⾃動⾞メーカーの欧州進出例 1985 年⽇産

UK，1985 年 Honda UK，1989 年 Toyota UK，

⑶ 30億 NLG（1NLG＝￥50 で算出）

⑷ Helmond市はBorn市の約 50km北に位置する。

⑸ ⽇蘭ロジスティック研究会（2003 年８⽉）FIFO

実態調査。FIFOの重要性は認知されているが，物

流現場での実施，徹底は困難。

⑹ 2001 年９⽉調査

⑺ 2004 年９⽉調査

⑻ 2004 年９⽉調査時 NedCar ⽣産技術部⻑コメン

ト

⑼ 2001 年９⽉調査

⑽ ジョンソンコントロール等

⑾ サプライヤインタビュー（2002 年９⽉）

⑿ ⽇本⼈経営者コメント

⒀ TMMFインタビュー調査 2004 年９⽉ 13 ⽇

⒁ NedCar Corporate Profile

⒂ NedCar Annual Report 2003

⒃ 2001 年９⽉聞き取り調査

⒄ 1989 年三菱⾃動⾞（⽇本）では平均 62件 /⼈・年

⒅ 2001 年９⽉調査

⒆ 2001 年９⽉調査

⒇ 付表２参照

$ ハイブリッド評価モデルでは⽇本型適⽤度を５段

階評価で表し，適⽤度５なら⽇本の国内⼯場と同じ，

２社混流⽣産における⽣産管理と作業組織（佐⼟井） 103

図７ 重要度の国際⽐較

出所：NedCar，Volvo，三菱社員調査（2001 年）NedCar ⼈事部資料
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付表１ ⽇本型システム適応度の国際⽐較

NedCar 英国 ⽶国 アジア

作業組織（平均） 3.0 3.3 2.9 3.5

①職務区分 3.0 4.4 3.7 4.7

②多能⼯化 3.0 3.1 2.6 2.7

③教育・訓練 3.5 3.4 2.9 3.3

④賃⾦体系 3.0 2.7 2.4 3.5

⑤昇進 2.5 3.3 3.1 3.4

⑥作業⻑ 3.0 3.2 2.9 3.2

⽣産管理（平均） 3.0 3.5 3.3 3.4

⑦⽣産設備 2.0 3.7 4.3 3.7

⑧メンテナンス 3.0 3.0 2.6 3.2

⑨品質管理 3.0 3.6 3.4 3.4

⑩⼯程管理 4.0 3.5 3.0 3.4

部品調達（平均） 2.0 2.5 3.0 3.2

⑪ローカルコンテント 1.0 1.8 2.6 3.0

⑫調達先 2.0 2.7 3.9 3.7

⑬調達⽅法 3.0 2.9 2.5 3.0

参画意識（平均） 3.3 3.3 3.2 3.3

⑭⼩集団活動 2.5 2.7 2.5 3.0

⑮情報共有化 3.0 3.5 3.6 3.4

⑯⼀体感 4.5 3.7 3.5 3.5

労使関係（平均） 3.4 3.5 2.6 3.2

⑰採⽤⽅法 3.0 3.1 3.4 3.0

⑱⻑期雇⽤ 3.5 3.4 3.4 3.2

⑲労使協調 4.0 4.2 4.4 3.6

⑳苦情処理 3.0 3.1 3.3 3.1

親―⼦関係（平均） 1.5 2.9 3.5 2.7

H⽇本⼈⽐率 1.0 2.6 3.7 1.5

I現地会社の権限 2.5 3.2 3.3 3.3

J現地⼈経営者の地位 1.0 3.0 3.6 3.3

適⽤度平均 2.8 3.2 3.3 3.2

出所：⽶国データは 1989 年 37 ⼯場での調査結果 Abo（1994），アジアデータは 1992―1993 年 61 ⼯場での調査

Itagaki（1997），英国データは 1997 年 19 ⼯場での調査 JMESG（1997），NedCar データは 2000 年８⽉∼2004

年９⽉まで数回にわたる筆者の調査をもとに作成。
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付表２ 適⽤度評価基準

I 作業組織とその管理運営

①職務区分 職務区分など職務と職務の間に明⽩な制度的垣根があるか，ないか。この項⽬では，実質的な

職務の固定性ではなく，制度的・形式的な垣根を評価する。職務間に明⽩な垣根がなければ５。

垣根がある場合は，以下の評価基準に基づく５：職務区分２以下，４：３∼５，３：６∼10，

２：11∼50，１：51以上。

②多能⼯化 ５：班内のジョブ・ローテーション（JR）を⽇常的に⾏うほか，班を越えたJRも計画的・積極

的に⾏い多能⼯の育成に努めている（訓練星取り表の活⽤）。⼀般の作業者も品質確保や

予防保全，各種トラブルへの対処などに積極的に関与する。

４：班内のJRは⽇常的・計画的に⾏うが，班を越えた多能⼯化は限定される。⼀般の作業者も

品質確保や予防保全などに関与するもののその程度はやや限定される。

３：もっぱら班内のJRを中⼼に⾏っており，班を越えたものはまれである。⼀般の作業者によ

る品質確保やトラブル対処への関与はあるものの実質的にはかなり限定される。

２：⽇常的なJRはないが，需給の変動やモデルの変更，応援などの配置替えは⾏う。⼀般の作

業者は品質確保や予防保全などに基本的には関与しない。

１： JRはなく，職務は固定的である。⼀般の作業と品質確保や予防保全などの活動は完全に

分離されている。

留意事項：タクトタイムが⻑かったり，機種の切替えが頻繁に⾏われている場合は，評価をや

や⾼⽬にする。

③教育・訓練 ５：OJTを中⼼に社内の研修機関などを併⽤しつつ⻑期的・体系的な教育・訓練プログラムの

もとに，⼀般作業者からメンテ要員，作業⻑や技術者・管理職に⾄る各層の技能形成に積

極的に取り組む。⽇本への派遣や⽇本からのトレーナーの派遣も活発に⾏う。メンテ要員

や作業⻑などはもっぱら内部で養成する。

４：やや体系性や計画性に⽋けるが，OJTを中⼼とした教育訓練に熱⼼に取り組み，⽇本への

派遣などもメンテや作業⻑などの基幹要員を中⼼に活発に⾏う。

３：あまり体系的とは⾔えないがOJTを中⼼とした教育訓練を⾏う。基幹要員などの訓練で不

⾜する分を，⽇本への派遣や⽇本からのトレーナーの招聘，外部の訓練機関などで補う。

基幹要員も内部養成と外部採⽤を併⽤する。

２：OJTなどの教育訓練はあまり重視されておらず，⾃然に⾝に付く技能で済ませたり，せい

ぜい外部の訓練機関の利⽤や⼀部要員の⽇本への派遣を⾏う程度である。現場組織の要と

なる⼈材は外部からの採⽤が多い。

１：教育訓練には熱⼼でない。必要な⼈材は外部から採⽤する。

④賃⾦体系 ５：年功をベースに⼈事考課を加味した「⼈」対応型の賃⾦システムである。基本給は⽇本と

同様な（職能）資格に対応しており，その中で毎年昇給する。⼈事考課は考課者の考課能

⼒を含めて有効に機能し，その結果が賃⾦（⽣産職を含む）に反映される。ホワイトカラー

とブルーカラーや職層間の賃⾦格差は⼤きくない。賃⾦数ヶ⽉分のボーナスがある。

４：基本的には５と同じであるが，⼈事考課の機能に多少問題があったり賃⾦格差がやや⼤き

い。

３：⾻格としては「⼈」対応型の賃⾦であるが，資格制度的な体系が整備されていなかったり，

⼈事考課の機能に問題があったりする。かなりの賃⾦格差がみられる。⼀定程度の職務⼿

当がある。

２：⼤ぐくりの職務区分に対応した仕事別賃⾦であったり職務⼿当の⽐重が⾼い。⽣産職の賃

⾦には⼈事考課が反映されない。賃⾦格差が⼤きい。または，そうした賃⾦体系すらあま

り整備されておらず，場当り的に賃⾦が決まる傾向がみられる。

１：細分化された職務区分に対応した仕事別賃⾦である。賃⾦格差が⼤。または，賃⾦体系が

整備されておらず，場当り的に賃⾦が決まる。
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⑤昇進 ５：⼀般作業者（場合によっては現場のテクニシャンを含む）が能⼒に応じて作業⻑や時には

その上の係⻑など中間管理職へ登⽤される内部昇進制が採⽤されている。特定の職級での

滞留年数が決まっており，勤続年数が⻑ければある⼀定のレベルまでは昇級できるなど年

功的要素が⼤きい。ただし，⼈事考課によって昇給速度は異なってくる。

４：内部昇進制であるが，⼀般作業者からの昇進はせいぜい作業⻑までである。

３：作業⻑以上の管理者は内部昇進と⾼学歴者ないしは外部からの採⽤との併⽤である。⼀般

作業者やテクニシャンの昇級は年功に⼈事考課が加味される。

２：⼀部内部昇進はあるが現場と作業⻑以上の管理職は基本的に断絶している。作業者やテク

ニシャンの昇級は学歴や社外の資格によって決まる程度が⾼い。また，組合規制のある社

会では昇級は⼈事考課よりセニョリティが優先される。

１：現場と管理職の断絶がはっきりしている。昇級・昇進とも学歴や社外の資格で決まったり，

組合規制のある社会では昇級はもっぱらセニョリティによって決定される。

⑥作業⻑ ５：内部から昇進した作業⻑が，単なる労務管理（職場規律の維持，⼈事考課）だけでなく，

現場作業チームの運営（⽇程計画の検討，要員への作業割当と作業状況の把握，部品・材

料の確保，教育・訓練），⼯程の技術的管理（作業標準の設定，設備の保全，品質の維持，

作業改善活動）に積極的に関与し，職場間の連携で重要な役割を果たすなど，⽇本の作業

⻑と管理能⼒の⾯で遜⾊ない。

４：５よりも管理能⼒などでやや劣る。

３：内部昇進と外部採⽤の併⽤。作業チームの運営や⼯程の技術的管理にも関与するが管理能

⼒に難点があり，テクニシャンなどが補佐する必要がある。

２：作業チームの運営や⼯程の技術的管理の⾯がかなり⽋けている。内部昇進はある。

１：もっぱら労務管理のみを⾏う。内部昇進にこだわらない。

II ⽣産管理

⑦⽣産設備 ５：⽇本の国内⼯場と同⼀の設備が使われている。

４：３/４が⽇本国内と同⼀の設備。あるいは，ほとんど⽇本から持込まれた設備であっても⾃

動化の程度が劣るなど世代が古い。

３：１/２が⽇本国内と同⼀の設備。

２：１/４が⽇本国内と同⼀の設備。

１：⽇本の設備との共通性はほとんどない。

⑧メンテナンス ５：現場のメンテナンス要員は⼀般作業者もしくは別途採⽤の未経験者から内部養成する。⼀

般作業者も予防保全や簡単なメンテナンスへ積極的に関わる。⽇本⼈が関与しなくてもメ

ンテナンスの能⼒が⾼く，新鋭設備の稼働率において⽇本と⽐べて遜⾊ない。

４：５に⽐べて⼀般作業者の関与がやや弱かったり，稼働率が若⼲⽇本より劣る。

３：メンテナンス要員は未経験者と有経験者の併⽤。⼀般作業者はあまりメンテナンスに関与

しない。予防保全をはじめ現地要員のメンテ能⼒が⼗分でなく⽇本⼈のサポートが必要で

ある。

２：メンテナンス要員は有経験者の採⽤が主となる。⼀般作業者の関与はなく，また⽇本⼈や

技術者の関与する程度が⾼い。

１：もっぱらメンテナンスの経験者を採⽤する。技術部⾨主導型の体制である。
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⑨品質管理 ５：⼯程内での品質のつくり込みを重視し，⼀般作業員も各種の措置を通じて積極的に品質確

保に関与する（作業標準に品質チェックの項⽬あり，品質への配慮，⾒極め能⼒の⾼さ，

ラインストップの権限あり，品質改善活動やQC・ZD運動の積極的展開）。⼯程内不良率，

出荷段階での品質レベルともに⽇本国内⼯場と遜⾊ないレベルである。

４：⼯程内でのつくり込みを重視するが，具体的措置の点でやや⽋ける⾯がある。⼯程内不良

率は⽇本国内⼯場より若⼲劣る。

３：⼯程内でのつくり込みが望ましいが不⼗分であり，専⾨の品質管理要員や検査要員を⽇本

より多⽬に配置したりチェックポイントを多くして，出荷段階の品質レベルを確保する。

２：⼀般作業者の品質への関与はほとんどなく，品管や検査専⾨要員が細かく分けた⼯程の各

段階できめ細かなチェックを⾏う。

１：品管・検査専⾨要員による⼯程終了後のチェックを重視する。

⑩⼯程管理 ５：以下の⽅法，措置を通じて多品種⼩ロット⽣産が⽇本並にスムーズに⾏われている：混流

⽣産や頻繁な機種の切替え，迅速な⾦型・治具の交換，⼯程内の厳格な在庫管理，⽇本並

のST設定と達成率，現場を主体としたラインバランスの調整，予防保全，職場間の連携に

よる迅速な不具合への対処，活発な改善活動。

４：多品種⼩ロット⽣産がかなりスムーズに遂⾏されているが５よりはやや劣る。

３：通常の業務はスムーズに遂⾏できるが，新機種の導⼊などの⼤きな変化や不具合への対応，

改善活動などは⽇本⼈などのサポートが必要である。⽣産する機種の数はあまり多くな

い。

２：変化と異常への対処は技術部⾨や⽇本⼈が中⼼となって対応せざるをえない。機種の数は

多くない。現地での改善活動にはあまり期待していない。⽣産効率には問題がある。

１：⽇本⼈を含む技術部⾨主導の⼯程管理が⾏われ，⽣産現場レベルの関与はない。機種の数

はきわめて限定されている。⽣産効率には⼤きな難点がある。

III 部品調達

⑪ローカル・コン

テント

５：現調率20％未満。

４：20∼40％未満。

３：40∼60％未満。

２：60∼80％未満。

１：80％以上。

⑫調達先 ５：⽇本⼯場，⽇本国内の部品⼯場からの調達が中⼼で，現地調達分も⽇系メーカーからほと

んど調達している。

４：重要部品は⽇本⼯場ないし，⽇本国内の部品メーカーから調達している。現地や第三国か

らの調達も⽇系メーカー（姉妹⼯場を含む）からの割合が⾼い。

３：⽇本国内からの調達は⼀部の重要部品に限られる。現地ないし第三国からの調達は，⽇系

メーカーと⾮⽇系メーカーが半々である。

２：⼀部の重要部品を除いては，現地ないし第三国の⾮⽇系メーカーから調達する。

１：重要部品を含めて現地ないし第三国の⾮⽇系メーカーからほとんどの部品を調達している。

⑬調達⽅法 ５：現地サプライヤーとの間の⻑期継続的取引を通じて，ジャスト・イン・タイム，無検査で

の品質確保，技術指導・協⼒（場合によってはデザイン・インなど共同開発），などの慣⾏

を実現している。

４：⼀部の現地サプライヤーとはある程度５のような関係を実現している。

３：ジャスト・イン・タイムや無検査での品質確保は無理であるが，⾃らサプライヤーに出向

いて部材を集める⽅式の採⽤など部品在庫を少なくし，⼯場運営を円滑に進めるためのな

んらかの制度や⼯夫がある。現地サプライヤーに対する技術指導は⾏い，品質・コスト・

納期⾯での向上を図っている。

２：現地サプライヤーに対して，品質，納期などの最低⽔準は守るよう働きかけている。

１：現地サプライヤーとはスポット的取引が中⼼であり，部品在庫を多⽬にして不良や納期遅

れに対処する。
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IV 参画意識

⑭⼩集団活動 ５：強制ではないが全員参加に近く，活発な活動を展開している。テーマの設定などに⾃発性

が⾼く，品質・⽣産性・安全⾯での実質的な効果が認められる。

４：50％以上の参加率があり，実質的な効果はやや劣るものの活発な活動を展開し，職場の⼠

気⾼揚には役⽴っている。あるいは，強制的参加であるが活発な活動を展開している。

３：20∼50％の参加，あるいは強制的全員参加であり，⼩集団活動としての⼀応の体はなして

いる。

２：20％未満の参加率，あるいはモデルケースとしての活動に限定される。あるいは，⼩集団

活動はないが提案制度など職場の活性化につながるなんらかの措置を施している。

１：⼩集団活動も，提案制度もない。

⑮情報共有化 ５：幅広い従業員層を対象とした各種の懇談会やミーティング，積極的な経営情報のディスク

ロージャー，活発な⼩集団活動などを通じて，情報の伝達と意⾒の吸い上げ，円滑な意志

疎通に努めている。⾔語的コミュニケーションギャップも少ない。

４：５ほどではないが，情報を共有化するための各種の⼯夫がある。

３：それぞれの職層の中では各種ミーティングなどを通じて，情報の共有化が図られている。

２：始業前の打合わせ程度。

１：特別な施策はない。

⑯⼀体感 ５：⼀体感を醸成するための以下のような制度・⼯夫が充実している。全従業員が共⽤できる

⾷堂，ユニフォーム，オープンオフィス，全社的な親睦⾏事，朝礼，ロットの決められて

いない駐⾞場，保養施設。

４：５の中でいくつかは⽋けているが，⼀体感を醸成するための⼯夫がある。

３：５の中で１つか２つはある。

２：親睦⾏事ぐらいしか実施していない。

１：特別な施策は実施していない。

V 労使関係

⑰採⽤⽅式 ５：⼀般の作業者に⾄るまで注意深い選別（ペーパーテスト，⾯接，多段階選別など）を⾏っ

ている。多数の応募者の中から選抜できる。⾼学歴者の採⽤では新卒者を重視する。労働

⼒の地域的特性に⼗分配慮しながら⽴地を選択した。

４：５ほどではないが慎重な選別を⾏っている。

３：採⽤の際に選別は⾏うが，応募者の倍率や労働⼒の流動性の制約から必ずしも⼗分ではな

い。

２：応募者が少なかったり採⽤の頻度が⾼いので，簡単なチェックのみで採⽤せざるをえない。

１：採⽤の際に特別な選別は⾏わない。

⑱⻑期雇⽤ ５：会社都合による解雇はできる限り避けると従業員に説明しており，実際にも解雇はない。

従業員の定着を図るための積極的な施策があり，現実にも従業員の定着性はよい。

４：基本は５であるが，施策の⾯での積極性にやや⽋けるか，実態⾯での定着性がやや劣る。

３：会社都合による解雇は望ましくはないが，状況しだいで特別回避にこだわらない（やむを

えず実施したことがある）。基幹要員には⻑期勤続を望んでいるが，対策としては給与⾯

で若⼲の処遇をする程度である。離職率は地域平均程度である。

２：会社都合による解雇はいたしかたない（現実に何度も実施している）。⻑期勤続を図るよ

うな特別な措置はない。従業員の流動性が⾼く，解雇をせずとも雇⽤調整が⼗分可能であ

る。

１：経営状態によって解雇するのは当然であり，実際にも解雇を頻繁に⾏っている。従業員の

流動性がきわめて⾼い。

留意事項：離職率は，絶対値だけではなく，現地の平均も考慮する。



第５巻 第４号110

⑲労使協調 ５：労働組合との間に良好な労使関係を維持しており，労使協議制などを活⽤して従業員との

意志疎通を積極的に図っている。あるいは，対決型の労使関係を避けるために労働組合が

なく，かつ従業員との間に良好な関係を維持し，そのためのきめ細かな配慮を払っている。

４：従業員との意志疎通を図る施策の積極性に５よりやや⽋けるが，良好な労使関係が維持さ

れている。

３：労使協調を図るための格別な配慮はないが，現状では特に問題はない。

２：⼤きなトラブルではないが賃⾦や雇⽤条件をめぐる労使の対⽴はあり，その結果ストライ

キに⼊る場合もある。

１：対決型の労使関係にあり，ストライキも頻繁に経験している。

⑳苦情処理 ５：労働環境・職場環境の改善など従業員の要望を積極的にくみ取ろうとしており，不満があ

れば職制を通じたルートで職場中⼼の解決を図る。

４：不満の解決は職制のほか⼈事関係の部署などが関与する（オープンドアポリシーなど）ルー

トも⽤意されている。

３：従業員の要望を汲み上げようとする⼀応の姿勢はある。組合などの公式ルートと職場解決

型の併⽤である。

２：従業員の不満や要望への対処にはそれほど熱⼼ではない。または，職場解決型よりも組合

ルートの⽐重が⼤きい。

１：従業員の要望にはほとんど注意が払われていない。または，組合ルート⼀本であり，苦情

の件数も多く，外部裁定にまで⾄ったケースがある。

VI 親―⼦会社関係

H⽇本⼈⽐率 ５：４％以上。

４：３％∼４％未満。

３：２％∼３％未満。

２：１％∼２％未満。

１：１％未満（従業員500⼈以下の⼯場では１％増し。例えば５は５％以上）。

I現地会社の権限 ⽣産品⽬，投資，市場，⼈事，R&D，などに関して，

５：基本的に⽇本の本社が⽴案し決定する。

４：現地の具申はあるが本社が決定するなど，実質的には⽇本主導の⽴案・決定である。

３：現地が計画⽴案し，⽇本が決済を⾏う。

２：⽇本側の意向を打診などはするが，実質的には現地主導の⽴案・決定である。

１：基本的に現地が⽴案し決定する。

留意事項：⽇本企業の出費⽐率，合弁相⼿の性格も考慮する。

J現地⼈経営者の

地位

５：社⻑（最⾼責任者のこと。以下同じ）以下ほとんどの重要なポストを⽇本⼈出向者が占め

る。

４：社⻑ほか重要なポストを占める⽇本⼈出向者の⽐率が相対的に⾼い。

３：⽇本⼈出向者と現地⼈経営者が経営陣の中に混在し，重要なポストも両者が分け合う。

２：社⻑ほか重要なポストを占める現地⼈経営者の⽐率が相対的に⾼い。

１：社⻑以下ほとんどの重要なポストを現地⼈経営者が占める。

留意事項：経営陣に占める⽇本⼈出向者の数がたとえ少なくても，その裁量権が強ければ当然

適⽤度は⾼くなる。会議で使⽤される⾔語も判断の参考になる。

出所：板垣（1997）pp.105∼112
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